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はじめに 

 

地震調査研究推進本部は、地震による被害の軽減に資するための施策として、平成９年

８月に「地震に関する基盤的調査観測計画」を策定し、調査観測計画の一項目として活断

層調査を挙げた。調査対象となる活断層は全国で 98 断層帯にわたり、地方公共団体や研究

機関などによる調査が行われてきた。平成 17 年８月には「今後の重点的調査観測について

（－活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的調査観測、活断層の今後の

基盤的調査観測の進め方－）」がとりまとめられ、新たに 12 断層帯が調査対象に追加され

るとともに、補完調査の必要性が指摘された。また、98 断層帯の評価が一通り終了したこ

とを機に、98 断層帯の評価結果を整理した「基盤的調査観測対象活断層の評価手法」が公

表された。 

活断層の長期評価手法は、調査・観測技術の進歩やデータの増加、研究の進展、あるい

は社会的要請にこたえる形で常に見直しが図られてきた。このため、継続的に評価手法の

見直しや新たな評価手法の導入を図り、長期評価手法の高度化を実施するという観点から、

「活断層評価手法等検討分科会（以下、「検討分科会」という。）」が平成 17 年 1 月に長期

評価部会の下に設置され、現行の評価手法を改良し、予測精度・信頼度を向上させるため

の検討を進めてきた。 

検討分科会においては、長期評価手法の高度化に向けて、①新たな評価手法の導入、②

必要とされる活断層調査に関する提言、③これまで活用されてこなかったデータの取り込

み、を実現するため、作業グループ形式の検討作業を行ってきた。このうち、今後の活断

層長期評価の実施にあたって必要とされる調査観測に関しては、平成 20 年 6 月 17 日に「今

後の活断層評価に向けて推進すべき調査観測について」としてとりまとめられ、調査観測

計画部会に報告されている。本報告書は、検討分科会設置以降、平成 22 年 11 月に至るま

での検討の結果を取りまとめたものである。 

なお、平成 21 年４月 21 日に策定された、将来を展望した新たな地震調査研究の方針を

示す「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推

進についての総合的かつ基本的な施策－（以下、「新総合基本施策」という。）」においては、

当面 10 年間に重点的に実施する調査研究として、活断層等に関連する調査研究による情報

の体系的収集・整備及び評価の高度化が挙げられており、活断層評価の高度化が基本目標

に設定されている。 

 

本報告書の第１章では、現行の長期評価における問題点を提示し、それを解決するため

に必要な検討課題を整理している。第２章では、前章で示したそれぞれの課題について検

討した内容を詳細に記述するとともに、今後の長期評価に反映すべき知見を示した。第３

章では、第２章に示した検討結果を踏まえて構築した新しい活断層評価の手法について、

従来との相違点がわかるように「基盤調査観測対象活断層の評価手法」の体裁を踏襲した

形式で新しい評価手法の流れを示した。第４章では、高度化された評価を実現するために

1



 

必要となる活断層調査について、その内容と具体的な調査手法について整理した。 

なお、付録資料として、新手法に則って試行した地域評価の体裁（付録１－１）と単位

区間の評価の体裁（付録１－２）及び委員会名簿と会議開催記録（付録２）を付している。

報告書本文と併せて参照頂きたい。 

2
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